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AWS を用いたスケーラブルな大規模安否情報システムの提案 
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概要：小規模から大規模まで災害規模・災害者数に係らず安定稼働する安否情報システムの提案をする．災害発生後

の課題の１つとして，迅速な安否情報収集の仕組み・運用があげられる．人的手間の軽減・効率化を目的として web
での安否情報システムも多数発表されている．web 安否情報システムの一般的仕組みは，災害発生後，システムから

ユーザにメール・掲示板等を配信し，ユーザがシステムにリアクション（安否情報登録・閲覧など）するものである．

しかし，発生する災害規模を予め想定できないため，安否情報収集処理に係る受け皿となるシステムリソースの適切

な事前見積もりが困難である．システムリソースを固定するとそのキャパシティを超える負荷を被った場合，システ

ム稼働が不安定になる危険性がある．またユーザからの安否情報リクエストは災害発生後，時間経過や災害状況によ

り変化するため，システムも状況に応じて変化・拡充し状況如何を問わず持続的サービスを可能とする必要がある． 
そこで本研究では AWS(Amazon Web Services)を利用し，平常時から災害時さらに災害規模など，状況に応じて適切な

コンピュータリソースをスケーラブルに展開し自動拡張／収縮可能な安否情報システムを検討・設計する．

AWS(Elastic Load Balancing，Auto Scaling，CloudWatch など)をシステムの特性に則したチューニングを施し，状況に

応じたリソースをシステム自ら提供する仕組みを構築する． 
 
キーワード：安否情報システム，AWS，スケーラブル，負荷分散 

 

The proposal of the scalable large-scale Safety Information System 
using AWS. 
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HIROSHI MINENO†3  

 
 

Abstract: This paper proposes the Safety Information System which carries out stable operation irrespective of a disaster 
scale and the number of disaster persons from a small scale to large-scale. The structure of a general Safety Information 
System distributes E-mail and BBS to a user from a system after disaster. A user answers it. However, since the system 
cannot predict a disaster scale, the advance preparations of the system resource for safety information collection 
processing are difficult for it. And since access to a Safety Information System increases with time after a disaster, a 
system resource also needs to enable change continuous service according to it. This study designs a Safety Information 
System using AWS(Amazon Web Services). This system enables automatic extension / shortening of the computer 
resource by a disaster situation. AWS(Elastic Load Balancing, Auto Scaling, CloudWatch, etc.) is adjusted, and it is used 
for a Safety Information System. A system builds the mechanism of offering the resource according to a situation by 
oneself. 
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1. はじめに   

 災害対策のアプローチとして「災害に対する抵抗力向上」，

「災害に対する回復力向上」がある[1]．前者は建物の耐震

性を物理的に向上する方策で，後者は災害発生後の復旧策

を迅速かつ効果的に講じる方策である．安否情報システム

は後者に相当するものであり，人命安否の迅速な把握，事

業継続可否の判断など，災害対応能力・機構の確立及び向

上は近年における 重要課題の１つになっている[2][3]．安

否情報システムは，災害時において安否登録・確認等の安

否情報を効率的に収集し，集計・閲覧することを目的とし，
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災害発生後，次策を講じるための情報収集の仕組みとして

有益である[4]．昨今ではインターネット上での web アプリ

ケーションでの実装が主流となっており，教育機関，企業

体，自治体など，各組織に浸透している状況である[5]．筆

者らが所属する組織においても開発・製品運用が行われて

おり，主に企業向けに展開している． 

筆者らが開発した安否情報システムの基本構造は，パブ

リッククラウドサーバーを用い，web サーバー，DB サー

バーの 2 台構成のごく一般的な web システムである．シス

テムは PC やスマートフォン等のクライアント端末より安

否情報登録・閲覧等のリクエストを受け，web サーバーが

DB サーバーに登録されているクライアント情報を，CGI

等を経由し取得し，安否情報を html としてクライアント端

末へ返すものである．シンプルな構成のため，初期開発コ

ストの軽減化，メンテナンス性の高さや管理運用面が軽易
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であるなど，それなりのメリットもある．しかしこの構成

ではサーバー数や CPU，メモリなどのシステムリソースを

予め見積もった値に固定することになり，キャパシティ以

上のアクセスを受けた場合，想定以上の負荷を被りシステ

ム稼動が不安定になる危険性がある． 

システムリソース固定の問題点を解決するため，余裕を

持ったリソースを状況如何に関わらず提供可能な仕組みが

渇望される．「余裕を持ったシステムリソース」の捉え方に

ついて，キャパシティ管理として も安直な施策は予め大

容量なサーバーリソースを用意・準備しておくことである．

しかし以下の問題がある．1 つは度外視された費用コスト

であり，1 つはアクセス負荷の事前見積りは災害という特

異な状況下において非常に困難であり，どの程度が「余裕

を持ったシステムリソース」かの判断が不可能であるとい

う点である．またユーザからの安否情報リクエストは災害

発生後，時間経過や災害状況により変化するためシステム

も変化・拡充し状況如何を問わず持続的サービスを可能と

する必要がある． 

本論文では，平常時または災害時の状況如何，及び組織

規模に依らず安定稼動し，災害時のシステム高負荷状態に

おいても持続的サービス可能な安否情報システム構築の提

案を行う．実装は AWS[5]を用いる．AWS はスケーラブル

にリソースを拡張・収縮可能であり，状況により消費シス

テムリソースが著しく変化する安否情報システムの特性に

適しているためである．2 章では提案システムのベースと

なる静岡大学での安否情報システムについて述べ，3 章で

筆者らの現状システム仕様とその課題を提起し，4 章で提

案システムの概要を述べ，5 章でまとめと今後の課題につ

いて述べる． 

2. 関連研究 

2.1 静岡大学での安否情報システム 

東海大地震の危険地域に位置する静岡大学では，2009 年

5 月より全学に安否情報システムを導入し，約 4 年の運用

を経ている[6][7]．静岡大学の安否情報システムの仕組みは，

災害時に高い可用性を担保しつつ多くの安否情報回収を実

現するためのシンプルな構成である．主な特徴は，システ

ムが稼働するサーバーのクラウドコンピューティングによ

る遠隔地設置，認証コード付き URL をユーザ毎に送信し

URL をクリックするだけでアカウント ID や PW を入力せ

ずにシステムへログイン可能な簡易認証，web サイト上で

ボタンクリックのみによる簡易かつ迅速な安否情報登録，

安否登録指示メールの 1 秒間隔での時間差配信，気象庁

RSS からの自動地震情報取得などがある．簡易認証・簡易

安否情報登録は災害時の混乱において，アカウント ID・PW

入力の煩雑さ排除や，ID・PW を失念しているユーザも安

否登録が可能となり，災害時の安否情報収集率向上に効果

的である． 

筆者らが開発した安否情報システムは，静岡大学の安否

情報システムの基礎技術を流用[a]し開発を行っており，構

成内容は大規模組織向け安否情報システムにおいても有益

なため基本構成は踏襲している．しかし大学などの教育機

関組織において組織人員数は年度毎の入れ替えはあるもの

の，総数は年を重ねても大きくは変化しない．つまり総数

に応じたシステムリソースを予め見積もることが可能であ

る．一方，筆者らが提案する大規模安否情報システムは，

一定組織のみでなく様々な組織に対して随時ユーザ登録を

実現するため，その総数は変化していく．つまりシステム

稼働時に一定のシステムリソースで固定されたキャパシテ

ィでの運用は，随時増加するユーザによりあるタイミング

で飽和する危険性がある． 

3. 現状システムとその課題 

3.1 現状の安否情報システム基本構造 

安否情報システムとは，災害時において予めシステムに

登録しているユーザの安否情報を収集・公開・閲覧する web

サービスである．一般的仕組みは，災害発生後システムか

ら予め登録済みのユーザへメール・掲示板 URL などを配信

し，ユーザはリアクションとして安否情報登録・閲覧を行

うものである（図 1）． 

 
図 1 安否情報システム概要 

Fig.1 Outline of the Safety Information System 

 

筆者らが開発した安否情報システムは上述の仕組みに

対して，AWS のパブリッククラウドサーバーAmazon EC2

に Linux CentOS 6.3[9]，web サーバーに Apache 2.2.15[10]，

DB は PostgreSQL 8.4.12[11]を用いて実装している．システ

ムは PC やスマートフォン等のクライアント端末より安否

情報登録・閲覧等のリクエストを受け，web サーバーが DB

サーバーに登録されているクライアント情報を，CGI 等を

経由し取得し，安否情報を html としてクライアント端末へ

返すものである（図 2（a））．また web，DB サーバーのシ

ステム負荷を比較すると，DB より SQL にて取得した情報

にソート，表示加工等を行うモジュールを web サーバーに

                                                                 
a ソフトウェア使用許諾契約（国立大学法人 静岡大学，株式会社アバンセ

システム） 
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て実行するため，web サーバーの負荷が高まる傾向がある． 

1 システムについて web サーバー1 台，DB サーバー1 台

で構成し，1 システムに収容可能なユーザ数を固定してい

るため，ユーザ数が増加すれば上述の構成をマニュアルで

構築し追加していく人的手間が発生し，さらにキャパシテ

ィ固定の課題がある（図 2（b））． 

 

   (a)処理フロー            (b)サーバー構成 

   (a) Processing flow         (b)Server composition 

図 2 現状システム構成 

Fig.2 Present System configuration 

 

3.2 キャパシティ管理 

安否情報システムが高負荷を被る状況は，主に災害時の

ユーザからのアクセス集中時であり，平常時でのシステム

負荷は低い．原因は災害時には安否登録・閲覧などシステ

ムへアクセスするユーザが増加しシステムへの関心が高ま

るが，平常時はそもそも被害を被っていないため安否情報

を登録・閲覧する必要がなくシステムへの関心が低いため

である．つまり災害時と平常時ではシステム負荷の差が激

しい．また，災害規模の事前予測は困難であるため災害に

対して 適なシステムリソースの事前見積りも同様に困難

である． 

以上のように災害規模やその災害対象となるユーザ数

によりシステムへのアクセス数及び負荷状況に差がある安

否情報システムの特性上，予め一定量のサーバーリソース

をシステムのキャパシティ管理として画一的に施しておく

ことは得策ではない． 

3.3 2 つのユーザ特性によるアクセスの傾向 

安否情報システムへのアクセスは上述の通り主に災害

時に集中するが，以下の通りユーザ特性によりその傾向に

差が生じる． 

(1) 受動的ユーザ（一般ユーザ） 

災害時，システムからのメール受信後それをきっかけと

して受動的にシステムへアクセスし自身の安否情報を登録

するユーザ．操作権限は安否登録・自組織内のみの安否情

報閲覧などの機能に制限される．組織内において安否情報

管理をされる側である． 

(2) 能動的ユーザ（管理ユーザ） 

システムからユーザに安否情報収集メールが届いてい

ない状態においても能動的にシステムへアクセスし，自身

の安否情報登録や組織人員の安否情報を閲覧・管理するユ

ーザ．システムへのアクセスは災害時だけでなく，平常時

にユーザ登録・組織管理・安否集計なども行う．管理ユー

ザは複数人登録可能であり，組織において安否情報を管理

する側である． 

システムへのアクセス集中の傾向として，受動的ユーザ

は災害時に，能動的ユーザは平常時となる．また受動的ユ

ーザと能動的ユーザのアクセス数を比較すると，能動的ユ

ーザは安否情報を管理する管理者である場合が多く，主に

安否情報を登録するのみの受動的ユーザより数が少ない．

つまりシステムへのアクセス集中は災害時の受動的ユーザ

からのアクセスが圧倒的に多いため，災害時の受動的ユー

ザへの対応が本システムの負荷対策の主題となる． 

3.4 現状の負荷対策と課題 

システム高負荷の原因となるアクセス集中は 2 つのユー

ザ行動パターンから推測可能である．それぞれの行動パタ

ーンに対して以下の対策を実施している．また課題を提起

する． 

(1) 受動的ユーザアクセス負荷への対策 

システムへアクセスが集中し高負荷となる原因は複数

ユーザが同時に一斉アクセスするためである．そのため同

時アクセス数を低減する仕組みを講じることでアクセスを

分散する．受動的ユーザはシステムからメール受信後にア

クションを起こすため，メール配信に対策を講じることで

負荷分散を実現する．対策内容は，個々のユーザへのメー

ル配信を 1 秒間隔としユーザへのメール受信の時刻を分散

させ，システムへのアクセス時刻も同様に分散させること

でアクセス集中を軽減する．メール配信が一斉に行われた

場合，ユーザはほぼ同タイミングにメールを受信する．経

由するメールサーバー，DNS サーバーなどの関係上全く同

タイミングではないが，配信元からの送信時刻が全ユーザ

で同一の場合とユーザ毎にシステムにて明示的に時間差を

つけて送信した場合とでは，ユーザへの受信到達時刻は後

者が到達時刻の差が大きい．本対策はメール受信時間差を

利用する． 

しかし以下にあげる課題がある．1 秒間間隔でのメール

送信は 10000 名組織の場合， 終ユーザへ到達する時刻は

10000 秒≒3 時間となる．メール送信中の 3 時間の間に災害

により通信インフラが遮断された場合，メール不達ユーザ

が発生する．組織人員全員にメールが行き届かなければそ

の組織の正確な安否情報収集に影響を及ぼす可能性がある．  

(2) 能動的ユーザアクセス負荷への対策 

システム全体として捉えると平常時のアクセス負荷は

災害時と比較すれば低い．平常時と災害時とでアクセスす

るユーザ数が異なるためであり，災害時の受動的ユーザか

らのアクセスが平常時の能動的ユーザの数を圧倒的に上回

るためである．つまりアクセスするユーザ数の増加がシス

テム負荷増加に相関する．一方，システム負荷はアクセス

数だけでなくシステムを操作する処理にも関連する．プロ
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グラム的に重い処理を実行すればシステム負荷が増加する．

能動的ユーザ（管理ユーザ）の操作内容は，ユーザ登録・

組織管理・安否集計など多岐に渡り，受動的ユーザの主操

作である安否情報登録・閲覧と比較して，個々の処理がプ

ログラム的に複雑であり重い．また能動的ユーザ（管理ユ

ーザ）の操作内容の特性上，比較的平常時のアクセスが多

いため，平常時に対しても負荷対策を講じる必要がある． 

対策内容は，事前に能動的ユーザ（管理ユーザ）が行う

個々の操作に対して消費リソースを算出・把握し，操作内

容に応じてシステムキャパシティを決定する．現状システ

ムでは，安否情報システムを導入する組織人員数・管理者

ユーザ数の事前把握が可能であり，またシステムへの登録

人数を制限している．さらにユーザ数に応じてシステム構

築を行っているため，少なくとも平常時の能動的ユーザの

アクセス集中による負荷は上記から算出可能である．具体

的施策としてシステムへの登録ユーザ数に応じて AWS 

EC2 のスケールアップで対応している． 

しかし能動的ユーザの平常時での事前リソース見積り

は不可能ではないが，安定稼動を担保するためには登録さ

れている全管理ユーザ数に対して余裕を持ったキャパシテ

ィを事前確保しておかなければならない．全管理ユーザが

常時システムへアクセスしている訳ではないため，通常，

アクセスが少ない状況では過剰キャパシティとなりコスト

面での課題がある．またキャパシティの事前固定は本質的

な解決にはならず，状況に応じてシステムをスケーラブル

に拡大・縮小可能な大規模安否情報システムを実現するた

めには大きな課題となる． 

3.5 課題と要求事項の整理 

ユーザ数や災害規模に依らず安定稼働する大規模安否

情報システムを提案するにあたり，課題から要求事項の整

理を行う．まずアクセス集中及び高負荷状況は下記となる． 

・ 平常時，主に能動的ユーザのプログラム処理が重い

システム設定操作． 

・ 災害時，主に受動的ユーザの安否登録・閲覧などの

アクセス集中． 

・ 災害時の上記 2 ユーザによる混在アクセス． 

上記から，平常時の高負荷処理と災害時の規模・該当ユ

ーザからのアクセス集中に応じて 適なリソースを自動拡

張・収縮を可能とするスケーラブルな処理基盤が必要であ

る．またシステムへ登録するユーザ数を固定せず事後追加

が可能であることも必要である． 

4. 提案システム 

4.1 AWS での自動拡張・縮小 

平常時・災害時のユーザ特性，登録ユーザ数などの状況

如何に依らず持続的サービスを可能とし，また当該状況に

おいて適切なリソースをシステム自らスケーラブルに自動

拡張・収縮する仕組みの提案手法を述べる[12][13]． 

本システムが稼動する基盤として AWS を用いる．本シ

ステムでの平常時と災害時のシステム負荷は災害時が高い

ため，システムのキャパシティ管理としては，平常時のリ

ソースは少なく見積もり，災害時にはリソース増強を行う，

というアプローチが効果的である[14]．AWS を利用し，平

常時では 低限のリソースで稼動し，災害時にはその規模

に応じたリソースを自動拡張・収縮する仕組みを検討する．

処理概要は以下となる． 

１． Cloud Watch[15]を用いシステム負荷（CPU，メモリ，

ディスク I/O，ネットワーク I/O）の監視及びリソース

値に閾値を設定する． 

２． 閾値以上の負荷を被った場合，閾値をトリガーにし

てCloud Watchはリソース拡張・収縮をAuto Scaling[16]

に指示する． 

３． Auto Scaling は Cloud Watch からの指示により予めシ

ステムに定義された拡張・縮小ポリシーに沿って web

サーバー郡（予め web サーバーのマシンイメージを

EC2 AMI として作成しておく）を起動する． 

４． 起 動 さ れ た web サ ー バ ー 郡 を Elastic Load 

Balancing[17]がシステムのロードバランシンググルー

プに設定し，クライアントからのアクセス負荷分散を

実施する． 

 

以上が状況如何に依らず安定稼動・持続サービスを実現

するための実装骨子である（図 3）[18]．提案システムのリ

ソース拡張・収縮はサーバー台数の増減により実現する．

スケーラブルにリソース拡張・収縮が可能である AWS は，

平常時・災害時で著しくシステム負荷が変化する安否情報

システムの稼動特性に適している． 

 

図 3 自動拡張・縮小概要 

Fig.3 The outline of automatic extension / reduction  

 

4.2 AWS を用いた大規模安否情報システム 

システムが高負荷を被る状況として災害時が たる状

況であり能動的ユーザ・受動的ユーザ双方のアクセスが平
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常時と比較して飛躍的に上昇する．特にシステムから安否

情報登録指示メールを受信した受動的ユーザからのアクセ

スが集中し，アクセス負荷対策として現状システムではユ

ーザ毎に 1 秒間隔でのメール配信を実施している．ユーザ

からの同タイミングでのアクセスを分散させるための施策

だが時間差送信によるメール不達の課題がある． 

本提案システムは同タイミングでのアクセスを受けた

場合においても許容可能な処理基盤を構築する．時間差で

のメール配信ではメール配信中の不測事態から配信処理が

停止し安否収集に影響を及ぼす懸念があったが，一斉メー

ル配信を行いユーザからの同タイミングのアクセスが許容

可能であれば，時間差メール送信と比較し安否情報収集速

度・収集率及びその正確性がより向上する．本論文では，

平常時・災害時の状況，ユーザ規模数，同時アクセスなど

の要因に依らず安定稼働する大規模安否情報システムを提

案する（図 4）． 

 

図 4 提案システム構成 

Fig.4 Proposal system configuration 

 

4.2.1 平常時（低負荷状態）の構成 

デフォルト構成はシステムの可用性を考慮しwebサーバ

ー2 台の冗長化構成を敷く．それぞれの web サーバーが稼

働するデータセンター（アベイラビリティゾーン）を別と

することで一方のデータセンター施設に問題が生じた場合

においてもシステム継続稼働を可能とする． 

DB サーバーは RDB を用いサーバースペックは 1 台で許

容可能なユーザ数から決定する．予め複製起動のために

AWS 上でマシンイメージ（AMI）を作成しておき，キャパ

シティを超えるユーザ登録が発生した場合，同一構成の

DB サーバーを AMI から複製し起動する．安否情報システ

ムの特性上，登録ユーザ数の増減は頻繁に発生することは

なく，災害派生有無にも関連しないため（通常，ユーザ登

録・削除は平常時に管理者が行う），DB サーバーは web サ

ーバーのような瞬発力のあるスケーリング構成は不要とな

る．そのため DB サーバーのスケールは平常時を想定する．

既存の DB サーバーと新たに起動された DB サーバーへの

クエリの振り分けはシャーディングモジュールが担当する． 

またDBサーバーに納められたユーザ情報はAWS SnapShot

でバックアップを取る． 

4.2.2 スケールポリシー（負荷集中前後のスケール） 

AWS にてリソースを拡張・収縮可能な基盤を構築し，次

に AWS 基盤上にシステムを稼働させるが，リソース拡張・

縮小の程度は，平常時・災害時などの状況により変化させ

なければならない．どのような状況でどのようなタイミン

グにどの程度リソースを拡張・縮小するのかポリシー（ス

ケールポリシー）を綿密に定義しておく必要がある．安否

情報システムは平常時の負荷は低いためスケールポリシー

の方針としては，平常時は 低限のリソースで，災害時は

規模・対象ユーザ数に応じたリソース拡張を行う． 

システムを拡張・縮小するタイミングはシステムが負荷

を被る前と後がある．本システムは地震情報を気象庁 RSS

から取得しており，RSS の内容に応じて全登録ユーザの内，

災害該当ユーザに安否情報登録指示メールを送信する．つ

まりシステムが負荷を被る前に RSS の内容により予め負

荷状況を推測可能である．また操作内容がシステムに与え

る負荷が高い管理者ユーザが，システムへ多数ログインす

ると高負荷が予測されるが，ログイン数の閾値をトリガー

にすることで負荷を被る前にシステムを拡張・縮小するこ

とも可能である．RSS 内容やログインユーザ数による負荷

予測から，システムが高負荷状況に陥った後での後追いリ

ソース拡張ではなく，事前に拡張することにより，その後

集中するアクセスを許容可能とする基盤の事前準備が可能

となる．提案システムでは事前拡張を実現するための負荷

予測機能を有したモジュール（負荷予測モジュール）を実

装する．またシステムへのアクセスは災害発生後，時間経

過や災害状況により増加する可能性もあるため事後拡張処

理（CloudWatch での負荷監視）も実装する． 

システムのスケールポリシーは事前・事後両者を定義し

様々な状況で対応可能な構成とする．また高負荷状況に陥

る前のリソース拡張は敏速に，負荷軽減時の収縮は緩慢に

行いシステムキャパシティに余裕を持たせる． 

4.2.3 スケーリングフロー 

平常時のデフォルト構成は，ElasticLoadBalancing でのロ

ードバランシンググループ配下に 2 台の web サーバーが稼

働している．スケールするタイミングは，提案システムの

負荷予測モジュール（事前スケール）及び CloudWatch（事

後スケール）が，監視している 2 台の web サーバーの負荷

が設定された閾値に達した場合，閾値をトリガーとして

AMI に複製済みの web サーバーを起動する．この時 2 拠点

のデータセンターにて 1 台ずつ合計 2 台の web サーバーを

起動する．理由は ElasticLoadBalancing がトラフィックを公

平に配分するためである[18]．スケールした状態において

さらに負荷閾値に達した場合，再度上述のフローを行い，2

台，4 台，6 台と web サーバーを増加していく．減少は逆

の手順となる． 

複数 web サーバーへのセッション維持は，セッション情
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報を保持するステート管理サーバーを別途稼働する．それ

ぞれのwebサーバーはこのステート管理サーバーにセッシ

ョン情報を保存・閲覧しステート管理を行う．web システ

ムの高い応答性を考慮するとセッション情報の書き込み・

読み込みも高速性が求められるため，ステート管理サーバ

ーにはインメモリデータベースを採用する． 

5. まとめと今後の展望 

本論文では，AWS を用い特定の状況だけでなく災害前後

に想定される様々な状況において，災害内容・規模に応じ

てシステムリソースを自動拡張・収縮する大規模安否情報

システムの提案を行った．提案システムは安否情報を管

理・操作する web システムとそれを稼動するスケーラブル

な拡張・収縮基盤で構成される．提案システムの効果は，

災害において拡張・収縮するアーキテクチャとしての側面

と，状況に即したシステムキャパシティを調整することに

より平常時では低スペック・低コストのシステム運用が実

現可能となる． 

しかし web サーバー，DB サーバーの並列稼動による負

荷分散は実現可能だが，web サーバー，DB サーバーとは

別サーバー上で稼動するシャーディングモジュール，メー

ル送信モジュール，RSS 取得モジュール，ステート管理モ

ジュール，スケールポリシーモジュールなどはそれぞれ単

体構成のため，全てが単一障害点となる．安否情報システ

ムは人命安否の把握・公開を目的とするため，災害時はも

とよりどのような状況においても持続的にサービスを提供

する必要がある．また今回の提案では全てのユーザ情報管

理にRDBを用いているが，処理するデータによってはRDB

の高度かつ複雑な機能がボトルネックになる可能性が存在

する．様々な安否情報は，書き込み頻度が高い情報や読み

込み頻度が高い情報などそれぞれに傾向があるため，デー

タ特性に応じた DB（NoSQL など）を採用することにより

速度・安定性向上が考えられる． 

以上のような課題を解決するために各モジュールの冗

長化やデータ特性の検証が必要である．今後は上記課題解

決を含む本論文で提案したシステムの実装・評価を行う予

定である．現状はアクセス集中や機能毎の負荷値把握につ

いて定量的評価が乏しいため，システム内に負荷値可視化

の仕組みを実装し評価を行う．得られた負荷値に対してシ

ステムが安定稼動するための 適なリソース値算出を検証

し，実装・評価を行う． 
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